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国内人口の減少が見込まれるなか，食品

関連企業は，アジア等の新興国に新たな収

益機会を求め，2000年頃から海外展開（輸

出，現地製造等）を積極化している。近年，

農業経営体においても，農産物輸出だけで

なく，海外での農業生産，技術指導，農産

物の集荷・販売，加工等の試みがみられる。

本稿は，海外生産に注目し，いくつかの

事例がみられるベトナム社会主義共和国を

対象に，わが国の農業経営体の取組実態を

明らかにする。なお，多様な進出形態のな

かでも，特に農業法人がベトナムへ直接投

資で現地法人を設立し，生産に取り組むケ

ースを分析対象とする。

まず，農業経営体による海外展開，現地

生産の状況について，アンケート調査で確

認する。日本政策金融公庫の調査
（注1）
によると，

海外での「生産に取組中」が回答者全体の

0.8％で，「生産を計画中」が1.6％であった。

海外生産を検討する理由は，日本農業法人

協会の調査
（注2）
によると，「日本国内では需要

が先細り」（43.4％），「日本国内では生産コ

ストが高い」（38.9％），「輸出では利益が出

ない」（31.9％），「海外では高品質な農産物

の需要が高い」（31.0％）の順に回答割合が

高い（第１図）。

現地生産の意向，課題を上記調査では把

握できないが，海外展開（現地生産，加工，

販売）に「関心がある」は全体の21.5％に

のぼる（同公庫調査）。海外展開時の課題と

して，同法人協会調査の過半の回答者が

「社内体制」「物流コスト」「社外パートナー

探し」「情報収集」を挙げている（第２図）。

この調査結果からは，農業経営体は国内
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1　現地生産の動向と課題

（%）

第1図　海外生産を検討する理由（n=113）
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資料　日本農業法人協会「農業法人白書2015」
（注）　調査実施概要は本文（注2）を参照。本設問は最大5つ

まで回答。
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は現地向けだが，一般企業等は日本である

ことから，両者の進出目的に違いがあるも

のとみられる。

現地調査によればベトナム進出した農業

経営体は，ベトナムの人口増や経済成長に

伴う食料消費支出の増加，食の安全・安心

志向が高まる
（注4）
なかで，日本で培った高品質

な農業生産を現地展開することが新たなビ

ジネスチャンスと捉えている。また，進出

を後押しした背景としては，13年前後から

ベトナム人技能実習生の受入れが本格化し

たことに伴い，経営体はベトナム訪問の機

会が増え，現地農業の実態把握や人的交流

が進展したこと，さらにベトナム国内で農

業分野への外国企業の受入れを積極化した

ことが挙げられる。
（注 3） 主に辻（2017），グェン・辻（2017）を参考
としている。

（注 4） 詳細は，本誌別稿「ベトナムハノイ市にお
ける『安全野菜』の生産と流通」（山田）を参照
のこと。

需要の先細りを懸念し，新興国の経済成長

による需要増加等を新たな経営展開につな

げるため，現地生産等に関心を持っている

ことがわかる。しかし，経営体の体制整備

や人材確保，パートナー企業の選定，現地

の情報収集等が課題で，実際の取組みは一

部にとどまっている。
（注 1） 13年 7月実施の調査結果。調査対象は日本
公庫融資先の22,775先。有効回答数は6,867先。

（注 2） 15年度下期に実施した「2015年農業法人実
態調査結果」。調査対象は日本農業法人協会会員
の1,841会員。有効回答数は739会員。

ベトナムへの進出動向を網羅的に把握で

きないが，既存研究
（注3）
と現地調査を踏まえる

と，10年頃までは一般企業等が中心で，そ

の後，農業経営体の進出も増加している（第

１表）。

栽培品目は野菜が比較的多く，栽培に適

した冷涼な中部高原地域のラムドン省への

進出が多い。販売先は，多くの農業経営体

2　ベトナム進出の背景と特徴

（%）

第2図　海外事業展開時の課題（複数回答）
（n=310）
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事例 現地法人
設立年 経営類型 主な販売先

1 05年 野菜 日本
2 08 花き（菊） 日本
3 09 肉用牛肥育 日本・ベトナム
4 11 野菜・花き 日本
5 12 きのこ ベトナム
6 12 ブロイラー 日本・ベトナム
7 14 茶 ベトナム
8 14 野菜（レタス） 日本・ベトナム
9 14 果物 日本
10 15 いちご ベトナム
11 15 きのこ ベトナム
12 15 野菜（いちご等） ベトナム
13 16 花き 日本
14 17 水稲 ベトナム

資料 　日本貿易振興機構（2016），辻（2017），現地調査，現
地法人等のWEBサイトを基に作成

（注） 　網掛けは農業経営体による進出と確認できたもの。
網掛け以外は一般企業等によるもの。

第1表　わが国の農業経営体，一般企業等による
現地生産事例
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企業（以下「パートナー企業」という）と連

携
（注7）
し，北部地域の都市近郊で農業生産に取

り組んでいる。

Ａ法人は連携先のパートナー企業から農

地貸与を受け，その一部で野菜栽培を開始

している。パートナー企業は，集荷先の契

約農家への栽培指導が不十分と認識してお

り，この点をＡ法人に期待している。また，

日本企業であるＡ法人から指導を受けるこ

とを顧客にアピールすることが販売面のメ

リットと感じているという。そこで，Ａ法

人は，栽培ほ場を契約農家に自由に見学さ

せ，生産資材の使用方法等を随時指導する

ことにしている。

Ａ法人が貸与された農地のうち野菜栽培

を行っていないほ場は狭小である。そのた

め現地で希少性があり，高収益が期待でき

る栽培品目を模索した。そして，日本と遜

色ない価格での販売が可能ないちご生産を

行うこととし，17年に高設栽培のためのハ

ウス施設を建設した。
（注 7） 投資形態の 1つである事業協力契約に基づ
き，新法人を設立せず，事業を共同で行い利益
分配する方法を採っている。

ｃ　今後の方向性

Ａ法人は，15年に現地法人を設立，17年

にベトナム企業と共同事業を行うことで，

農業生産の目途がたった。そこで，当初か

らの職員１名（日本人，現代表）に加え，農

作業に従事する職員２名（ベトナム人）を

増員し，さらに，いちご栽培に精通した日

本人１名を技術顧問として招へいしている。

Ａ法人のベトナム人実習生は任期を終了

それでは次に，15年に進出した２事例へ

の聞き取り
（注5）
をもとに，農業生産に至る経緯，

経営内容と経営安定に向けた課題を明らか

にする。
（注 5） 調査時期はＡ法人が17年11月，Ｂ法人が18

年 4月である。

（1）　Ａ法人

ａ　経緯

東北地方で農畜産物の生産に取り組むＡ

法人は，ベトナムからの技能実習生の受入

れを本格化させた13年頃から，帰国後の実

習生の就農先を確保するため，現地での農

業生産を模索してきた。

そして，15年にＡ法人は全額出資の現地

法人を設立した。当初，この現地法人は水

稲栽培を大規模に行い，国内外に販売する

ことを計画していた。同時期に日本企業の

誘致に積極的なベトナム北部の省から農業

生産の打診があった。しかし，農地賃借料

が当初想定よりも高額
（注6）
で，また外国法人で

ある現地法人による大規模な農地確保が困

難なことなどから断念した。
（注 6） Ａ法人は，農地賃借料に地域差があり，日
本と同程度から，大きく超える水準まで様々だ
が，概して日本より高額とみている。

ｂ　現地生産の状況

その後も，北部以外の地域での水稲栽培

を検討したが，農地確保がネックとなり，

実現には至らなかった。そこで，17年度か

ら，野菜の集荷・販売事業を営むベトナム

3　事例調査結果
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な支援を受けたという。

生産・建築資材の調達に一定の目途が立

ったことから，小規模な栽培施設を建設し，

13～14年にかけて試験栽培を実施した。そ

の結果，日本と同程度の生産性が得られた

ためベトナム進出を決意した。ただし，試

験栽培を行った地域で本格生産した場合，

生産資材（菌床原料）の入手が難しいとい

うことがわかり，駐在スタッフが広く情報

収集しながら再度進出先を選定した。

最終的に，15年に現地法人（ベトナム企

業との合弁）を立ち上げ，南部山間地域の

農村地帯にある工業団地内に，３haの用地

を確保した。そして，栽培施設を建設し，

16年から生産を開始するに至った。

ｂ　現地生産の状況

現在の設備は栽培施設５棟，出荷施設１

棟，事務所１棟である。生産初年度の16年

は，単収が試験栽培時の半分程度であった。

Ｂ法人は一部の生産資材の品質が地域ごと

に異なり，この点が試験栽培に比べ収量が

伸びなかった要因とみている。

販売先は日系スーパー，現地資本の高級

食材店等である。売価は日本より１割程度

高い。販売先への配送は日系の運送会社を

利用している。Ｂ法人は自社冷蔵施設から

運送会社の冷蔵車を使って，一旦運送会社

内の施設で冷蔵保管する。そして，Ｂ法人

は注文に応じて店舗配送するなどのきめ細

かな受注対応により，きのこの品質維持に

努めている。

し，順次帰国している。当初，現地法人は

帰国後の就農先との考えもあった。しかし，

都市近郊で就労機会が多く，給与面で就農

は難しいという。こうしたなか，Ａ法人は，

実習生のリーダー的役割を担う人材として

現地採用のベトナム人を日本に送り出すた

め，栽培技術の習得支援に力を入れている。

現地法人の農業生産は18年以降に本格化

する見込みである。事業の柱はいちご栽培

であるが，周辺地域での栽培事例がほとん

どなく，高温による生育不良を懸念してい

る。まずは，現地の気候に応じた栽培方法

を習得することで収量を安定させ，将来的

には面積拡大のため他地域での栽培も考え

ている。

（2）　Ｂ法人

ａ　経緯

関東地方できのこを生産するＢ法人は，

ベトナム進出を検討する以前から，当時雇

用していた中国人実習生の帰国後の就農先

確保のため，現地生産に強い思いがあった。

行政主催のベトナム農業視察に参加した

10年頃から進出を考え，ベトナム人実習生

を受け入れた13年前後から本格的な検討を

開始した。きのこ生産は，屋内培養施設に

よる栽培という特性から，栽培施設と生産

資材の品質が生産性に大きく影響する。そ

こで，駐在スタッフ（日本人）を雇用し，社

長自らが候補地選定と生産資材の調達環境

の調査のため，現地訪問を繰り返し行った。

また，訪問の際は，現地法人の共同出資者

となるベトナム企業が同行するなどの様々
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受入れを契機に，その傾向が強まっている。

しかし，本稿の事例においても，生産開始

に至るまでに様々な課題があり，栽培に適

した進出地選定，農地確保等に数年を要し

ている。特に現地法人は農地確保のハード

ルが高い。こうした現地特有の課題につい

て，日本人スタッフの駐在だけでなく，現

地企業との協力関係の構築による人的ネッ

トワークの活用が重要である。

また，両事例は施設栽培ということもあ

り，比較的大きな設備投資を行っている。

生産開始後も栽培環境，生産資材等の調達

状況が日本と異なることから，現地に適応

した栽培方法の確立，現地スタッフの人材

育成・経営体制の構築等，経営が軌道に乗

るためにはある程度の年数が必要である。

したがって，初期投資のほかに経営安定ま

での運転資金について，日本本社が支援で

きるような余力がなければ，現地法人の経

営継続は非常に厳しいといえる。

ベトナムに進出した経営体の多くは，こ

れから販売が本格化していくものとみられ

る。これら経営体は，日本と同様の高い栽

培技術による高価格販売を目指している。

しかし，現地で消費者の安全・安心志向に

対応した農業生産が積極化していることを

踏まえると，希少性がある品目導入，コー

ルドチェーン活用による品質維持等の差別

化を図りながら，現地で継続的に評価され

るような事業展開が不可欠である。

食品関連企業の海外展開の歴史は長く，

試行錯誤によるノウハウ蓄積が業界として

相応に進んでいるとみられる。農業経営体

ｃ　今後の方向性

Ｂ法人は10年頃からベトナム進出を検討

し，生産資材等の安定調達が可能な適地を

基準に進出先を検討し，16年から生産を開

始している。

現在の職員は，当初からの駐在スタッフ

である現代表１名と栽培従事の30名程度の

ベトナム人である。実習後に就農した４名

が在職している。Ｂ法人は，帰国後の就農

者を増やすには，日本に送り出す実習生の

採用先を現地法人の近隣地域とするなどの

工夫が必要と考えている。

Ｂ法人は単収向上が課題と考えている。

17年は一部の生産資材の調達先をベトナム

国外に変更するなどにより，生産性は改善

されつつある。更なる向上のためには，こ

れまで社長自らが短期滞在の際に栽培指導

してきたが，これでは不十分と考えている。

しかし，きのこ生産に精通した職員を日本

から派遣することは給与等の面で難しい。

そこで，実習後に就農する現地社員を増員

し栽培技術の底上げを図り，収益向上に向

けたスタッフ全体の意識を高めることが必

要と考えている。こうした経営改善を図り

ながら，今後数年間で，敷地内に栽培施設

を増棟することで，経営規模を現在の５倍

程度まで拡大する意向である。

海外での農業生産は，海外市場の成長を

直接的に取り込むため，農業経営体の関心

が高く，ベトナム進出は経営体への実習生

おわりに
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による海外展開は始まったばかりで，現時

点で情報蓄積が少なく，また，その成果を

評価することも難しい。今後は農業経営体

単独での進出だけでなく，複数経営体によ

る共同事業や，日系の食品関連企業との連

携などの多様な展開が必要になるものと考

える。こうした動向を踏まえながら，農業

経営体の海外展開の在り方について引き続

き注目していきたい。
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